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第 1 章 総則 

 

第 1 節 業務計画の目的及び基本方針 

 

1. 計画の目的 

 この計画は、「新型インフルエンザ等対策特別措置法」（平成２４年法律第３１

号）第３条第５項の規定に基づき、青森県道路公社（以下「公社」という）が、新

型インフルエンザ等の発生時において、国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小

になるよう、公社の管理道路を閉鎖することなく、継続して利用可能な状態に保つ

ことを目的とする。 

 

2.基本方針 

① 緊急時における物資の輸送のため、管理道路を閉鎖することなく事業を継続する

よう体制を確保する。 

② 常に新しい情報の収集を行い、管理道路の運営に支障を生じないように臨機応変

に対応する。 

③ 発生に備えた事前の準備を周到に行い、職場等における感染予防に取り 組む。 

 

第 2 節 業務計画の運用等 

 

1. 業務計画運用の目安となる被害状況の想定  

事業者・職場における新型インフルエンザ等対策ガイドラインでは、社会経済へ

の影響の目安として、例えば、役職員等本人の罹患や罹患した家族の看病等によ

り、従業員の最大４０％程度の欠勤を想定することが示されているため、公社にお

いても同程度の役職員等が出勤できなくなることを目安として想定のうえ、業務計

画を運用する。  

 新型インフルエンザ等に対する新しい知見が得られた場合、政府行動計画の 変

更が行われた場合、又は訓練等を通じて課題が明らかになった場合等には、適宜、

業務計画の修正を行う。 

 

2. 被害想定等 

 本計画は新型インフルエンザ等対策政府行動計画で示されている対策段階、被害

想定等をもとに行う。 

 

 



第 2 章 新型インフルエンザ等対策の実施体制等 

 

第 1 節 新型インフルエンザ等対策の実施体制 

 

1. 準備期 

対策段階に沿った体制について、公社職員への教育等を検討する。 

料金徴収業務及び維持管理業務受託会社が変更となった場合、緊急時の人員確保

及び予防対策等について取り決める。 

発生時における感染拡大防止に備え、平時に各種備品の備蓄を行う。 

 

2.初動期 

関係機関及びメディア等からの情報の収集及び分析を行い、県、料金徴収会社及

び維持管理業者と情報共有を行い、対策について再確認する。 

 

3.対応期 

① 関係機関と連携し、新型インフルエンザ等対策業務を実施する。 

② 有料道路の利用者に県外利用者も含まれることから、現場で業務に携わる料金徴

収員及び維持管理職員等の感染予防対策を早期に行う。 

③ 前項の対策を実施してもなお、現場対応職員及び公社職員の人員確保が不可能と

なり、通常の事業継続が困難となった場合は県と協力し対策を検討する。 

④料金徴収業務については、料金徴収員の多くが感染し、料金徴収業務の継続が困

難となった場合は県の指示を仰ぎ、無料開放等により対応することを検討する。 

⑤道路の維持保全等について、維持管理業者に感染者が発生した場合に備え、維持

管理業者との間で代替要員の補充等について平常時に検討を行う。 

 

第 2 節 新型インフルエンザ等対策本部の構成 

 

1.対策本部の構成 

① 対策本部長は理事長とする。 

② 対策副本部長は専務理事とする。 

③ 事務局長は総務部長とする。 

④ 本部員はその他の職員とする。 



2.対策本部の役割 

対策本部の役割は、次のとおりとする。 

① 対策本部長 

・対策本部の指揮 

・対策本部の設置及び解散 

・発生段階ごとの対応策の決定 

・事業継続可否の判断 

② 対策副本部長 

・本部長の補佐及び本部長不在時の代理 

③ 事務局長 

・対策本部の統括管理及び運営 

・新型インフルエンザ情報収集及び周知 

・感染防止必要備品の準備及び配備 

 

 

第 3 章 新型インフルエンザ等対策業務 

 

第 1 節 新型インフルエンザ等対策業務内容及び方法 

 

1. 事業継続方針 

新型インフルエンザ等の発生状況を踏まえ、公社職員及び受託会社職員の対応可

能人員をもとに検討する。 

① 業務対応可能人員が低下した場合の業務継続方法を策定する。 

② 被害想定をもとに継続可能な業務を分類する。 

③ 料金徴収業務及び維持管理業務の受託会社に対しても、対応可能レベルを検討

させ、事前に公社においても把握しておく。 

 

2. 人員配置計画 

新型インフルエンザ等の発症状況に応じ、業務上必要な人員を想定する。 

 

3. 業務計画 



各路線ごとに運営形態が異なるため、それぞれの状況に応じて対応する。 

 

4. 情報提供 

情報提供は当公社ウェブサイトにて行う。 

 

第 2 節 感染対策の実施及び緊急物資輸送車両への対応 

 

1. 感染対策の検討・実施 

発生段階により次のとおり取り組む。 

① 準備期 

・職場における感染対策を検討する。 

・緊急時必要備品の検討・備蓄 

② 初動期 

・緊急時必要備品の再確認及び、不足備品の調達ルートの調査及び確保 

・初動期における国内の感染状況の確認及び、業務への影響を調査し、その対策

を検討する。 

・県と情報共有を行い、業務継続に係る対応を検討する。 

・感染拡大により長期化することを想定し、必要備品の補充については初動期か

ら調査を行い確保に努める。 

③対応期 

・事務局で調査した発生状況を本部長に報告し、本部長は発生状況に応じた、対

応策を指示する。 

・現場対応職員の感染状況についても情報共有に努め、対応について指示する。 

 

2.緊急物資輸送車両への対応 

①管理道路を閉鎖せず通行できるよう体制を整える。 

②関係機関と連携し緊急物資輸送車両の通行に協力する。 

 

 

第 4 章 教育・訓練等 

 



1. 教育・訓練 

役員及び社員等に対する教育・訓練の計画、実施 

 ・公社職員及び料金徴収業務・維持管理業務受託業者への新型インフルエンザ等

の基礎知識、基本的な感染対策等の教育・指導を実施。 

   

2. 計画の見直し 

訓練等を踏まえ、計画の見直しを検討し必要であれば修正を加える。 

 


